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新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在り方について 

（協力依頼） 

 

 

平素から新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に御協力いただき感謝申し上げ

ます。 

今般、新型コロナウイルス感染症対策分科会から政府に対し「年末年始に関する分

科会から政府への提言」（別紙中別添１参照）及び「分科会から政府への提言 感染リ

スクが高まる『５つの場面』と『感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫』」（別紙

中別添２参照）が提言されました。 

 

 貴社及び貴団体等におかれましては、別紙中別添１の提言を踏まえ、年末年始に集

中しがちな休暇を分散させるために、年末年始の休暇に加えて、その前後にまとまっ

た休暇を可能な範囲で取得することについて協力を求められておりますので、関係者

等に周知をお願いいたします。 

 また、別紙中別添２の提言においては、クラスターの分析が進んだことにより、「感

染リスクが高まる『５つの場面』」及び「感染リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」

がとりまとめられておりますので、こちらについても関係者等に周知をお願いいたし

ます。 

 

 

別紙：【事務連絡】新型コロナウイルス感染症対策の観点からの年末年始の在り方につ

いて（令和２年１０月２３日付内閣官房新型コロナ感染症対策室） 
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